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1 　はじめに
近年，企業を取り巻く環境が大きく変化した
ことに伴い，日本企業では「成果主義」という
言葉に象徴される短期的な成果を重視する人事
制度の傾向を強めてきた。実際に，厚生労働省
の調査によると，成果主義を導入しているとみ
なせる企業は1998年度で既に過半を超え， 2 年
後には 6 割を超える水準に達している。さら
に，その後も 2 割を超える企業が成果主義的な
傾向を経年的に拡大していることが確認でき
る 1 ）（表 1 参照）。
こうした変化は，長期的な雇用期間全体にわ
たって従業員を総合的に評価する人事制度か
ら，より短期的な成果の評価を重視する人事制
度への変更といえる。従来の人事制度には，従
業員を長期にわたって査定することで生み出さ
れる高い公平性や信頼性，勤続年数とともに高
まる賃金そして管理職への昇進などによって労
働者の労働意欲や満足度が高まり，さらには企
業特殊技能の蓄積によって高い生産性が達成さ
れるなど従業員のモチベーションに資するイン
センティブ効果というメリットがあった。しか
し1990年代以降の厳しい経済情勢の下，大企業
や金融機関の倒産や，人材を大切にすると云わ
れてきた企業が大規模なリストラを行うなど従
来の長期雇用に対する信頼が揺らぎ，従来制度
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表 1 　基本給において業績・成果要素を決定要素とする企業割合と，近年の変化：規模別（％）
注：対象の管理職以外。
出所：厚生労働省『就労条件総合調査』各年
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がもたらしたインセンティブ効果を低下させる
こととなった。さらに，この経営環境の悪化に
伴う企業業績の鈍化・衰退にかかわらず，従来
の制度では人件費が増加し，それがもたらす企
業の高コスト体質は解決すべき喫緊の課題と
なったのである。そこで従来の制度を変更する
にあたって，長期雇用という前提が崩れた状況
においては，より短期的な成果を評価し，それ
によって人件費を短期的な成果・業績に連動さ
せることで人件費の柔軟性を高め，高コスト体
質を是正する「成果主義」的人事制度が導入さ
れたのである 2 ）。実際に，企業が成果主義を導
入した理由をみると，「従業員のやる気を引き
出すため（77.8％）」，「評価・処遇制度の納得
性を高めるため（59.8％）」そして「従業員個
人の目標を明確にするため（53.6％）」が企業
の回答割合の高かった上位 3 つであり，いずれ
も従業員のやる気やモチベーションなどインセ
ンティブに関連し，また，「会社業績対応で，
人件費を調整（37.0％）」，「賃金の勤続部分の
廃止・縮小（27.6％）」がそれらに続き，人件
費の抑制や柔軟性の確保に関係している 3 ）。
では成果主義を導入すると，企業は「新たな
インセンティブシステムの構築」や「人件費の
抑制」といった狙い通りの効果を得ることがで
きたのであろうか。後者の目的に対しては十分
な研究・調査がなされているとは言い難いた
め，それに関する議論は割愛するが，前者に対
しては多くの先行研究が存在し，その基本的な
帰結は，単に成果主義的な人事制度を導入して
も，それだけでは新たなインセンティブシステ
ムの構築という目的を達成することはできず，
むしろ従業員のインセンティブを低下させるこ
とすらあるというものである 4 ）。成果主義によ
る新たなインセンティブシステムの構築には，
成果主義とともに，たとえば裁量の拡大や仕事
の明確化などの「働き方の変化」，評価に関す
る情報公開を行うなど人事制度における「公平
性の確保」などの補完的な施策や運用が必要で
あることが明らかとなっている 5 ）。そして，そ
うした補完的な施策として「能力開発機会の付
与」も新たなインセンティブシステムの構築に
は欠かせないことが指摘されている 6 ）。それで
は今日の日本企業において能力開発を通じた成
果主義によるインセンティブシステムは十分に
機能しているのであろうか。実は，これまでの
先行研究では検証における焦点の違いからか，
能力開発の現状は必ずしも十分に考察されてき
たとはいえない。ここで能力開発と成果主義に
関する一つの検証点が浮かび上がる。それは成
果主義が進むと能力開発が活発になるのか，と
いった成果主義が能力開発に及ぼす影響につい
てである。
以上の議論より，本研究では成果主義が能力
開発に及ぼす影響に注目しつつ，さらに広い視
野から日本企業における能力開発の実態を明ら
かにすることを目的とする。より具体的には，
単に企業の能力開発機会のあり方が成果主義と
どのように関係しているかのみならず，従業員
の「能力」が成果主義を含め，どのような要因
によって規定されているのかという点について
も検証を行う。なお本研究における考察は電
機・電子・情報関連産業の技術者を対象とし
た。こうした分析対象を選んだ理由として，第
一に，技術者は他職種の従業員にも必要な汎用
的な能力のほかに，高度な専門的な知識や独創
的な発想力などの能力も求められ，能力の決定
要因にまで踏み込んだ分析行う上で，成果主義
との多様な関係を考察できる。また第二に，物
的資源に乏しい日本が将来に渡って成長してい
くための一つの方向性は人的資源の有効利用を
通じた科学技術立国であると考えられる。その
担い手である技術者に成果主義がどのような影
響を及ぼすのかを明らかにすることは極めて重
要であろう。
最後に，本研究の構成を説明すると，次節で
は分析に利用するデータを説明した後，分析対
象における成果主義の状況を概観する。 3 節で
は技術者の能力開発の状況を検討する。そして
4 節では，成果主義の効果を中心に能力開発の
規定要因についての詳細な分析を実施する。最
後に 5 節では，得られた知見より，能力開発を
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通じた成果主義のインセンティブ効果を評価す
るとともに，企業が能力開発において行うべき
取り組みをまとめる。
2 　分析対象における成果主義
まず本研究で利用するデータについて説明し
ておこう。利用するデータは，電機連合によっ
て2008年 1 月に実施された「高付加価値技術者
のキャリア開発に関する調査」の個票データで
ある。この調査は，技術系組合員（担当者およ
び主任・係長，以下，まとめて「一般技術者」
とする），そうした一般技術者を管理する「技
術系管理職」（課長・部長），そして事業戦略や
HRM施策を実施する「企業」（本社人事部の課
長職以上が回答）の 3 つのレベルを対象に実施
された。これら 3 つのレベルを調査することに
よって，企業における能力開発のあり方が技術
者にどのように受け止められているかなどレベ
ル間での能力開発に関する方針や意識が整合的
なのか，といった点を細かくみていくことがで
きるという利点がある。なお一般技術者の回答
は3,657（回答率81.3％），管理職は616（同61.6％），
そして企業は63（同78.8％）であった。
では，このデータを利用して本研究における
成果主義の見方を示そう。本研究では，成果主
義を二つの視点からとらえる。ひとつは，企業
の人事制度において成果主義が導入されている
のか否かという成果主義の静的状況である。ま
たもうひとつは企業の人事制度における成果主
義化が進展しているのかという動的状況であ
る。前者は，成果主義の導入であり，企業が自
社の人事制度において個人の業績・成果が評価
に十分に反映されていると認識していることと
定義される。この定義にもとづくと，対象企業
の85.7％が成果主義を導入しており，表 1 の厚
生労働省の数値に比べ，かなり高い数値となっ
ている。これは定義や産業分類が異なる点も影
響していようが，2000年以降，新たに成果主義
を導入した企業が増えたことをも反映している
ものと思われる。ただし，この指標については
注意が必要である。それは未導入企業であるか
らといって，人事制度において個人の業績・成
果が評価されていないということでない。個人
の業績・成果の評価が報酬や昇進といった点に
ほとんど重要な影響を及ぼさない程度の場合，
企業はたとえ個人の業績・成果を評価していて
も，成果主義的な人事制度と認識しないという
ことである。
次に動的な状況をみていこう。表 2 に，過去
5 年間において成果主義に関連する項目の評価
を報酬に反映させる傾向の変化を示した。ここ
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表 2 　成果主義関連項目の評価における過去 5 年間の変化：成果主義導入・未導入企業別
注：企業数は実数。それ以外の数値は企業数に占める％。
出所：電機連合2008年アンケート調査より著者が作成
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では基本給と賞与に分け，基本給では個人業
績・成果と職務・役割部分を，賞与では個人業
績と企業業績を成果主義の導入に関する企業認
識の違い別にみている。まず，導入企業におい
て，基本給，賞与ともに個人業績を強化させた
とする企業が変化なしの企業を上回り，近年の
成果主義化の中心は依然として個人の業績・成
果の評価を強化する点にある。また成果主義の
導入を認識していない企業でも，少数派ではあ
るが，すべての項目において強化したと回答し
た企業が存在する。特に基本給における個人の
業績・成果については相対的に高い割合の企業
が強化したと回答しており，基本給における成
果主義化の動きは広い範囲で進展していること
が確認できよう。以下で成果主義の分析を行う
とき，「成果主義の導入」と「成果主義の進展」
の両指標を用いる。
最後に，対象企業における成果主義の導入理
由をみておこう（表 3 参照）。企業選択が多い
順に並べると「従業員のやる気の促進（選択し
た企業の割合，78.4％）」，「評価・処遇制度の
納得性の向上（同，76.5％）」そして「従業員個々
人の目標の明確化（同，51.0％）」であり，ま
た第 4 位に「賃金における勤続部分の廃止・縮
小」，第 6 位に「会社業績に連動した人件費の
調整」と続く。先行研究の結果よりも選択した
企業割合が相当低い項目もあるが，本研究の対
象企業においても成果主義を導入した主な理由
は「インセンティブシステムの構築」と「人件
費の柔軟性の確保」であることが確認できる。
3 　技術者の能力開発機会の実態
これまで長期的視野から企業の責任として全
社員に能力開発の機会を提供してきた日本企業
は，近年，そうした方針を大きく転換してきた
とされる。それは経営環境の悪化や急速な変化
を受け，長期的視野ではなく短期的視点に関連
する現職務に対応，企業責任ではなく個人の自
主性，そして全社員対象ではなく選抜といっ
た，企業負担を軽減し，個人に依存する形とし
て表れている 7 ）。ここで対象企業に過去 5 年間
の方針がそれぞれどちらに近いかを聞いたとこ
ろ，現職務に対応した能力開発を選ぶ企業が
67.2％，また個人の自主性に任せる企業が
56.1％，そして選抜して能力開発を実施する企
業は36.2％であった。全社員対象とした能力開
発傾向の企業が依然として多数であるものの，
短期的，個人依存の能力開発傾向の強い企業が
多数を占めている。
次に，その方針に基づく能力開発の取り組み
がどのように従業員に認識されているのかをみ
ていこう。調査では一般技術者を対象に「ａ． 
会社は能力開発に積極的である」，「ｂ．会社は
技術者交流や情報共有に積極的である」，「ｃ． 
指導する人が多忙で指導を受けることができな
い」，「ｄ．自分が忙しくて指導を受けることが
できない」という 4 つの項目について，どの程
度当てはまるかを聞いている（表 4 参照）。こ
の結果をみると，ｂは「あてはまらない」とす
る方向へやや傾斜しているが，ａは「あてはま
る」と「あてはまらない」がほぼ拮抗し，能力
開発に対して積極的・消極的と認識する技術者
がほぼ半分に分かれる。一方，ｃ，ｄの両項目
は，ともに多くの従業員が「当てはまる」と回
答し，十分な能力開発機会を得ていないと感じ
ている状況が示された。また各項目の関係をみ
ると，ａ，ｂ間およびｃ，ｄ間に，それぞれ強
い正の相関があり，以下ではａ，ｂは企業の
(244)
表 3 　成果主義を導入した理由
注：単位は％。回答は複数回答。サンプルは51社。
出所：電機連合2008年アンケート調査より著者が作成
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「能力開発の積極性」，ｃ，ｄは「多忙による機
会喪失」として集約し指標化する 8 ）。
では企業の能力開発の方針と従業員の認識に
は，どのような関係があるのだろうか。各方針
と各認識の間で相関を計測すると，長期的視
野，企業責任，もしくは全社員を対象とする能
力開発の方針をとる企業で働く技術者ほど「企
業は能力開発に積極的である」と評価している
（表 5 参照）。しかし現時点において長期的では
なく短期的，企業責任ではなく個人責任とする
企業が多数を占めていることを考慮すれば，こ
の結果は多くの企業が能力開発に対して消極的
であると技術者にみなされていることを示す。
また個人の責任を方針とする企業では，多忙に
より能力開発の機会を失っていると感じる技術
者が多くなるという見過ごすことのできない特
徴が表れた。
次に，企業は成果主義の導入や進展におい
て，インセンティブシステムを効果的に機能さ
せる能力開発を積極的に行っているのであろう
か。この点に注意しながら成果主義と能力開発
との直接的な関係をみていこう。表 6 に，成果
主義と企業の能力開発の方針との関係を示し
た。まず長期的視野について，成果主義の導入
や進んでいる企業では，長期的視野の方針を選
択しない企業が多い傾向にあるが，成果主義の
未導入や進んでいない企業においても同様の傾
向が見られた。さらに成果主義の違いは，企業
責任や全社員対象の企業方針にも決定的な違い
を生じさせていない。この事実から，近年，多
くの企業が能力開発に対して消極的になってい
るのは，成果主義が影響している訳ではないこ
とがわかる。しかし，表には示していないが，
成果主義の状況の異なる従業員間で能力開発に
対する状況認識がどのように異なるかを調べた
ところ，成果主義が進展している企業の技術者
ほど「企業が能力開発に消極的であると同時に
多忙による能力開発機会の喪失を感じる」とす
る傾向が強まっていた。以上の分析結果をみる
限り，成果主義とともに能力開発機会を提供
し，インセンティブ効果を高めるといった目的
に整合的な行動をとっている企業は必ずしも多
くはなく，逆に成果主義は技術者の能力開発に
対する負の感情を高める傾向にあることが示さ
(245)
表 4 　能力開発に対する技術者の認識
注： 回答は，1 ＝あてはまる，2 ＝ややてはまる，3 ＝あまりあてはまらない，4 ＝あてはまらない，となっ
ている。また表の数値は，この回答番号の平均値であるため，2.50を越えると，あてはまらず，また下
回ると，あてはまる傾向を示す。
出所：電機連合2008年アンケート調査により著者が作成
表 5 　能力開発の方針と，技術者の認識との関係
注： たとえば，長期的視野であれば，能力開発に対し積極的であることと統計的に有意な正の相関があることを示す。また空
欄は，統計的に有意な相関が得られなかったケースである。
出所：電機連合2008年アンケート調査より著者が作成
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れた。
4 　能力開発結果の規定要因分析
4 ． 1 　技術者の能力
企業の人材マネジメントにおける能力につい
て，日本経営者団体連盟（日経連）は次のよう
に定義している 9 ）。能力とは「企業における構
成員として企業目的達成のために貢献する職務
遂行能力であり，業績として顕在化されなけれ
ばならない。能力は職務に対応して要求される
個別的なものであるが，それは一般的には体
力・知識・経験・性格・意欲の要素から成り立
つ。それらはいずれも量・質ともに努力，環境
によって変化する性質をもつ，開発の可能性を
もつとともに退歩のおそれも有し，流動的，相
対的なもの」である。このように実務的な能力
とは，知的な側面のみならず性格や意欲といっ
た情意的な側面も含まる人格全体を包括的に捉
えるものと考えられてきた。つまり，このよう
に定義される能力とは，すなわち「職務遂行能
力」といえよう。産業・組織心理学の分野にお
いて職務遂行能力は数多くのモデルが提示され
てきたが，本研究では日経連の定義とよく合致
すると思われるモデルをベースに議論を展開す
る。図 1 のモデルは，職務遂行能力を「知的能
力」と「パーソナリティ」に分けて従業員の人
格全体を包括的にとらえる10）。さらに知的能力
は業種・職種にかかわらず働く上で必要となる
「基礎力」と特定の職務において必要とされる
「専門力」に，またパーソナリティは「意欲」
「価値観」「興味」そして「態度」の 4 つに分類
される。以下では，こうした人材マネジメント
の能力観にしたがい，「技術者の能力＝技術者
の職務遂行能力」として検討を進めていく。
(246)
表 6 　成果主義と企業の能力開発の方針の関係
注：数値は回答企業数。いずれも統計的有意な関係を見出すことはできなかった。
出所：電機連合2008年アンケート調査より著者が作成
図 1 　人材マネジメントにおける職務遂行能力の分類
注： この図は辰巳（2006）の図表 2 を参考に著書が加工した
ものである
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ではどのような職務遂行能力を有しているの
かを検討する前に，技術者たちは，自身にとっ
て必要な職務遂行能力とはどのようなものであ
ると認識しているのであろうか。この点につい
ては，いずれも職務遂行能力を構成すると考え
られる20の要素の中から技術者として評価され
るべきものを上位 5 つ選択するという設問の回
答から探っていこう。表 7 は，技術者が選んだ
割合の順に上位 5 つを示した。技術系管理職と
一般技術者ともに，上位 5 つの要素は，いずれ
も回答割合が40％を超え， 6 位以降に10ポイン
ト以上の差をつけるなど非常に重視されてい
る。また 5 つのうち， 4 つが両グループで選ば
れるなど職位間の差異は大きくない。共通して
選ばれた要素は「専門的な理論知識」，「独創的
発想力」，「論理的思考力」，「問題解決力」であ
り，これらはいずれも図 1 のモデルでいう知的
能力とみなせよう。
次に，技術者たちは，こうした職務遂行能力
の構成要素を，それぞれどの程度有していると
認識しているのであろうか。現在の保有の程度
を 5 段階で回答する設問の結果からみていこ
う。表 8 のａ，ｂ列では数値が3.00を下回るほ
ど職位グループの中での保有傾向が強まり，逆
に上回るほど不足傾向が強くなる。まず管理職
はすべての要素で3.00を下回った。一方，一般
技術者では「企業戦略との関係意識」や「企画
立案力」が3.00を上回り，また各要素において
管理職よりも値が大きく，相対的に保有の程度
が低い傾向にあることが確認できた。
今度は，管理職と一般技術者との違いに注目
する。表のｃ列は，管理職の数値を一般技術者
の数値で除した比率を小さい順に並べている。
この比率が小さいほど要素保有傾向の職位間に
おける乖離が大きく，そうした要素ほど管理職
に昇進するプロセス，もしくは管理職になって
から獲得されると考えられる。比率の低い順に
「人材育成意識」，「企業戦略との関係意識」，
「リーダーシップ」，「企画立案力」そして「顧
客意識」と続く。いずれも企業の中で組織を管
理・運営していく上で必要な要素が集まってい
る。また逆に比率が高いのは「独創的発想
力」，「傾聴力」，「協調性」，「自己管理能力」そ
して「持久力」である。さらに，これら20の要
素について，すべての 2 要素間の相関係数を計
測したところ，「問題把握力」と「問題解決力」
を筆頭に非常に強い相関関係を示す組み合わせ
がいくつも確認できた。そしてなによりも，す
べての組み合わせにおいて統計的に有意な正の
相関が示されたという事実は，ある職務遂行能
力要素に秀でた技術者は，そのほかの要素も高
いレベルにあるということを意味する。
4 ． 2 　技術者の職務遂行能力の特徴
ここで，この職務遂行能力の20要素をグルー
プ化して，その特徴を抽出しよう。要素をグ
ループ化するのは，いくつかの理由がある。ま
ず相関関係の強い組み合わせが数多く存在する
(247)
表 7 　技術者として評価されるべき職務遂行能力（上位 5 つ)
注：数値は各要素を選択した人の割合（％）を示す（最大 5 つまでの複数回答可）。
出所：電機連合2008年アンケート調査より著者が作成
― 38 ― 流通経済大学論集　Vol.44, No.3
ため，たとえば問題把握力が業績を高めるとい
う結果を得たとしても，それが本当にその要素
のおかげかは定かでない。実は，その結果は問
題解決力の効果であり，問題把握力の効果は見
せかけということが起こりうる。このように個
別に分析した場合，個別効果を識別することが
困難となる可能性がある。また個別の要素はそ
れぞれが職務遂行能力を示すものではあるが，
先の定義より，職務遂行能力とは個人の能力や
パーソナリティを含めた人格全体を捉えるもの
でもあるから，むしろ，この研究において取り
扱う20の要素がどのような特徴において包括的
に保有されているのかを検討するほうが，その
定義に沿うものと考えられる。この整理にあ
たっては，グループ化の要素選択における恣意
性を可能な限り減らすために，最初に各要素の
保有に関するデータ分布の傾向から技術者がも
つ職務遂行能力の特徴を主成分分析によって抽
出し，そこで表れた特徴が人材マネジメントに
おける能力観に沿うものかを検討するという流
れで行う。
まず主成分分析より職務遂行能力の要素保有
の情報から 4 つの成分が抽出された11）。それぞ
れの成分の特徴をみていくと，第一成分は，
「専門的な理論知識」，「独創的発想力」，「問題
解決力」，「問題把握力」および「論理的思考
(248)
表 8 　技術者の職務遂行能力の保有状況
注：回答は，1 ＝十分備えている，2 ＝ほぼ備えている，3 ＝どちらともいえない，4 ＝やや不足している，5 ＝不足している，
となっている。表のａ，ｂ数値は，この回答番号の平均値であるため，3.00を超えると不足傾向を，また下回ると備えている
傾向を示す。また，ｃ列はａの数値をｂの数値で徐した比率である。
データ出所：電機連合2008年アンケート調査より著者が作成
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力」の 5 つの要素の保有によって特徴づけられ
る。「専門的な理論知識」は図 1 でいう「専門
力」とみなせよう。一方，残りの要素はいずれ
も技術開発に限らず，すべての職種の仕事遂行
上に必要な能力群と考えられ，これらは「基礎
力」と重なる。このように「基礎力」と「専門
力」をカバーすることから，この第一成分を
「知的能力」と呼ぶことにしよう。次に，第二
成分の特徴は「協調性」，「傾聴力」および「意
思疎通力」の 3 要素に特徴づけられる。これら
は，人とコミュニケーションをとり，他者との
協調に関係していることから，この第二成分を
「協調的性向」とする。これは，職務遂行能力
における「態度」と考えられる。続いて，第三
成分は「向上心」，「挑戦意欲」，「持久力」およ
び「責任感」の 4 要素によって強く反映され
る。これら要素からは前向きな個性が伺え，こ
れを「前向き性向」とする。これは個人のパー
ソナリティにおける「意欲」に該当しよう。最
後の成分には「企業戦略との関係意識」，「リー
ダーシップ」，「コスト意識」，「顧客意識」，「企
画立案力」，「人材育成意識」および「対外折衝
力」の 7 要素が寄与していた。この特徴は，い
くつかの能力要素とパーソナリティ要素が混在
しており，図 1 の分類にあてはまらない。それ
ゆえ，違う観点から，この成分の特徴を検討し
よう。
まず表 8 に戻ると，ｃ列は職位間における職
務遂行能力の各要素保有の差異を示し，この第
四成分を特徴づける 7 つの要素のうち 6 つが上
位を占めている。また管理職の能力について，
部長レベルでは「ビジョン・政策立案力」，「戦
略的思考」，「リーダーシップ」を，また課長レ
ベルでは「部下の管理・育成能力」，「リーダー
シップ」，「問題形成・解決能力」が求められ
る，とする産労総合研究所の調査結果と，これ
ら 7 つの要素はほぼ重なっている12）。このこと
から第四成分は管理職に必要な職務遂行能力の
要件と考えることができよう。さらに，厚生労
働省の調査によると，近年，企業は技術者に
「顧客志向」や「成果の追求」などを求めてい
ることが指摘されている13）。これは，成果主義
と連動して技術開発がより企業戦略と整合する
ようにマネジメントされるようになったこと，
また複数技術の組み合わせ，オープン化，グ
ローバル化に応じて技術開発プロジェクトも増
加し，そうしたプロジェクト管理が頻繁になっ
てきたことなどによって，技術経営に明るい人
材の必要性が高まっていることなどがその背景
にあると考えられる。このように今日の技術者
には管理職的な特性も求められているのであ
る。以上の議論より，先の 7 つの要素によって
示される特徴を「管理者特性」と定義する。
以上，データから抽出された職務遂行能力の
4 つの特徴は管理者特性のように必ずしも図 1
のモデルにあてはまらないものもあるが，概
ね，主要な分類をカバーし，人材マネジメント
の能力観に沿うものである。次節以降，これら
4 つの特徴を利用して職務遂行能力に関する分
析を行う。
(249)
図 2 　職務遂行能力の 4 つの特徴
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4 ． 3 　職務遂行能力の規定要因
では，これら 4 つの職務遂行能力の特徴は，
どのような要因に規定されるのかを検証しよ
う。まず企業の能力開発の方針や技術者の認識
は，当然のことながら技術者の職務遂行能力に
影響を及ぼすと考えられる。この点について，
前節で利用した情報を用い，能力開発の方針は
「長期的視野」，「企業責任」および「選抜教
育」，また技術者の認識は「能力開発の積極
性」と「多忙による機会喪失」の情報を利用し
て検証する。こうした企業の能力開発に関連し
て，個人の職務遂行能力の向上には個人の自己
啓発も関係するであろう。そこで，技術者が自
己啓発にかける週平均時間の情報を併せて利用
する。次に，先行研究では働き方の変化が個人
の労働意欲に影響を与えていたが，それらが能
力開発にも影響しているのかを検証する。ここ
では働き方の変化を「仕事環境」という変数と
して捉える。具体的には「リスクを気にせず新
しいことに挑戦すること」や「業務以外の個人
的発想に基づく技術開発作業を就業時間内に行
うこと」ができるなど「仕事の自由度」が高い
環境では仕事に対して積極的になり，それとと
もに能力を高めようとすると考えられる14）。加
えて「仕事のマッチング」，つまり仕事との相
性が良好な技術者に対しても同じような効果が
予想される。また仕事上で問題や悩みに直面し
たときに「相談ネットワーク」が広ければ，自
分が未知の解決法を学べ，交流の中で新たな知
識を習得できるなど，これもプラスに働くであ
ろう15）。そして，本研究で特に注目している成
果主義が職務遂行能力にどのような直接的な影
響を及ぼすのかという点を検証する。以上の議
論より，ここでは， 4 つの職務遂行能力の指標
を被説明変数，また「能力開発のあり方」「自
己啓発」「仕事環境」そして「成果主義」に関
する各指標を説明変数として最小二乗法による
重回帰分析を実施する。分析結果は表 9 に示し
た。
では要因ごとに，それぞれの効果を見ていこ
う。まず能力開発について，企業の責任におい
て能力開発を行うという方針は，技術者の「協
調的性向」と「前向き性向」にプラスの効果を
示し，企業のサポートは組織一体感や個人の意
欲を高める。一方，多忙による能力開発の機会
を喪失していると感じる技術者の「協調的性
向」が退歩するとの結果も示された。また自己
啓発時間の増加は「知的能力」および「前向き
性向」を向上させていた。次に，仕事環境につ
いて，相談ネットワーク，仕事の自由度，そし
て仕事のマッチングは予想通り，いずれかの職
務遂行能力の特徴にプラスの効果を示した。特
に仕事のマッチングはすべての職務遂行能力に
対して効果的であり，仕事環境の整備は極めて
重要である。
そして成果主義について，進展の効果は見出
されなかったが，成果主義の導入は「協調的性
向」を低める一方で「管理者特性」を高めるな
ど，技術者の職務遂行能力に直接的な影響を及
ぼしていることが確認された。成果主義は，個
人業績を重視するがゆえに，職場に個人主義的
な風潮を強め，従業員間の協力関係を希薄にす
るという問題が生じているとの報告があり，こ
うした成果主義による協調的性向の低下は分析
対象企業でも起こっていることが示唆され
る16）。また成果主義は評価項目をより市場連動
的にシフトさせる変化でもあるから，成果主義
が進展している企業で働く技術者は，そうでな
い技術者に比べ，顧客意識などの市場動向を含
む管理者特性を高めることになるのであろう。
5 　まとめ
近年，成果主義が拡大しているが，企業が成
果主義を導入する目的は主としてインセンティ
ブシステムの構築である。そして，そうしたイ
ンセンティブ効果を引き出すためには，単に成
果主義を導入するだけでは不足で，能力開発な
どの補完的な施策を併せて運用する必要があ
る。しかし本研究の分析によると，成果主義の
拡大に反して，能力開発は従来の企業主導から
個人に責任を負わせる方向へシフトし，その機
(250)
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会は自己啓発を含め業務の多忙によって制約を
受けていることが示された。つまり，多くの企
業において，成果主義が導入されているにもか
かわらず，そのインセンティブ効果を生み出す
条件整備は十分ではなく，それでは導入した目
的が達成されない可能性が高いということであ
る。
さらに，自己啓発と多忙による能力開発の機
会喪失との関係について，実は機会喪失に直面
している技術者ほど自己啓発時間が少ないこと
がデータから確認されている。つまり「多忙」
は企業と自己の両面から技術者の能力開発を妨
げているのである。企業が能力開発を個人に任
せることになった背景には，多忙によって能力
開発機会を提供できなくなったことにあるが，
そうした理由で個人に責任を押し付けた企業の
技術者は多忙のため自己啓発もままならないと
いった状況に陥いる可能性がある。このこと
は，保有している能力が陳腐化しやすい技術者
にとって深刻な問題となろう。科学技術立国を
目指す場合，これは極めて憂うべき問題であ
る。
では企業はどうすべきか，多忙による機会の
喪失に対しては自己啓発が困難になるため，そ
もそも個人レベルで対応するには限界がある。
それゆえ，企業は能力開発を個人に依存するこ
とをやめ，イニシアティブをとって能力開発が
可能となる就業体制を構築することが重要であ
る。そのようなゆとりある就業体制は厳しい経
営環境のもとでは困難な場合もあろうが，多忙
を解消し，企業責任において能力開発を行うこ
とは同時に協調的性向や前向き性向を高めるこ
とにもつながる。さらに，能力開発機会の十分
な提供は，先行研究が示す通り，個人の労働意
欲を高めることにもなり，その複合的な効果は
決して小さくはないと考えられる。そのほか，
仕事環境の整備は技術者の職務遂行能力の向上
に欠かせない極めて重要な要因であることも明
らかとなった。それゆえ相談ネットワーク構築
のためにＯＪＴや技術者の交流をデザインする
こと，また仕事の自由度を高めるために就業時
間内に業務以外の研究・開発を行うことを奨励
する制度や慣例を認めること，そして仕事の
マッチングを高める社内公募制などは企業に
とって有効な取り組みとなりうるだろう。
次に，成果主義の直接的な職務遂行能力に対
する影響について，成果主義自体は管理者特性
を高めるものの，協調的特性を退歩させてい
る。これら 2 つの特徴は近年の技術者にとって
必要な能力であると考えられる。特に後者につ
いて，成果主義は必ずしも個人の業績・成果を
評価しなければならないわけではない。たとえ
ばチームやプロジェクトなどの組織の業績・成
果の評価を重視することで過度の個人主義への
傾倒を抑制するなどの対策が有効かもしれな
い。
最後に，能力開発機会を減らすなど成果主義
が機能しない可能性を高めながら成果主義を導
入するといったある意味，矛盾した人事制度改
革を進めている企業が少なからず存在すること
が本研究の検証から明らかとなった。このこと
は企業は新たな人事制度改革を進めるにあたっ
ては，拙速に事を進めるのではなく，狙った効
果をどうすれば発揮できるのかという点をより
一層研究するという姿勢が必要であることを示
している。
注
＊　この研究は以下の科研費よりサポートを受けてい
る。基盤研究（C）「包括的な企業統治と賃金分
配システムの変容との関係についての実証的研究
（課題番号：20530371）」，基盤研究（B）「研究開
発職のモチベーションと創造性に影響を与える新
たな人的資源管理に関する研究（研究課題番号：
20330089）」。
1 ）成果主義は，そのコンセプトはある程度共通して
いるものの，実際の人事制度として導入する場
合，産業や企業の状況によって異なり，かなりの
多様性が確認できる。この点については労働政策
研究・研修機構（2006）に詳しい。このような成
果主義の多様性は，学術研究において若干の問題
を生じさせる。それは調査・研究の焦点や制約に
よって成果主義の定義が異なり，学術的に具体的
な定義を統一することが困難になっていることで
ある。それゆえ，本研究の成果主義の定義は後述
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するが，ここに示した厚生労働省の調査に基づく
成果主義とは「基本給の決定要素として業績・成
果要素を採用している」とした。
2 ）この段落のここまでの説明は，基本的に大竹
（2002）の議論を参考にしている。また長期雇用の
瓦解は，従業員が高い報酬を受け取る管理職に就く
前に企業が倒産する，もしくはリストラにあうなど
の確率を高め，長期評価のままでは働きに見合った
報酬を受け取れなくなるといったリスクが高まるこ
とを意味する。それゆえ，より短期的な評価に基づ
く報酬支払いに沿った人事制度，つまり成果主義化
は企業のみならず，従業員側にも選好されやすい状
況となっている。
3 ）労働政策研究・研修機構（2006）
4 ）宮本・樋口（2007），Miyamoto and Higuchi（2007）
など
5 ）守島（1999a），開本（2005）など
6 ）玄田・神林・篠崎（2001），大竹・唐渡（2003）など
7 ）仁田・久本（2008），太田（2008）など
8 ）指標化の際の情報集約は主成分分析によって行い，
第一主成分スコアを指標とした。以下で情報の集
約，合成を行う場合，断りのない限り，ここでの
やり方を踏襲している。
9 ）この段落の説明は基本的に二村（2009）を参考と
している。
10）ここで示すモデルは，辰巳（2006）の図表 2 を参
考に筆者が加工したものである。
11）ここでの主成分分析による結果については付表 1
を参照。
12）産労総合研究所（2008）
13）厚生労働省（2005）
14）「仕事の自由度」は，本文に示した職場の状況が，
それぞれどれくらいあてはまるかの程度について
の技術者の回答を利用して合成指標を作成した。
15）「相談ネットワーク」は，仕事上の問題やアイデア
についての相談，意見交換や交流する範囲の程度
を数値化したものである。
16）社会生産性本部（1999），守島（1999b）など
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付表 1 　職務遂行能力要素の保有に関する主成分分析の結果
A　説明された分散の合計
注：成分抽出の基準は，初期固有値が 1 以上
Ｂ　回転後の成分行列
注：成分抽出の基準は，初期固有値が 1 以上
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